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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第21期
第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 6,360,385 7,640,850 10,588,016

経常利益 (千円) 277,812 416,012 735,252

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 77,385 285,283 393,720

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 107,124 295,409 385,168

純資産額 (千円) 5,044,038 5,360,948 5,317,295

総資産額 (千円) 8,012,444 8,412,377 9,445,595

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 52.30 192.81 266.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.0 63.7 56.3
 

 

回次
第21期
第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 39.15 66.37
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

　(1)財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、依然として厳し

い状況にあります。ワクチン接種の進展や緊急事態宣言等の解除により、景気の持ち直しが期待されたものの、先

行きについては新たな変異株による感染再拡大の懸念などにより、依然として不透明な状況が続くものと予想され

ます。

当社グループが属する情報サービス業界におきましては、そのような環境の中でも、AIやIoTなどのデジタル技術

を利用したデジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組みが増加する一方で、新型コロナウイルス感染症

拡大による情報化投資の抑制・延期や半導体等の部品供給不足によるプロジェクトの延伸など影響が見られまし

た。

このような状況のもと、当社グループは当連結会計年度が初年度となる23中期経営計画（2021年度～2023年度）

の基本方針である「攻め～コスト・人材を注いでチャレンジし、発展に直接つなげる」「守り～管理強化とそれを

下支えする制度の構築、次の成長の準備」のもと、主要事業の推進に取り組みました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、機器等販売、ソフトウェア開発、システム販売、システム運

用・管理等の全てのセグメントで増加となり、7,640,850千円（前年同期比20.1％増）となりました。損益につきま

しては売上高の増加等により、営業利益409,493千円（同55.4％増）、経常利益416,012千円（同49.7％増）、親会

社株主に帰属する四半期純利益285,283千円（同268.7％増）となりました。なお、「収益認識に関する会計基準」

（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の適用により売上高は139,941千

円減少、売上原価は175,160千円減少、営業利益は35,218千円増加、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ36,843千円増加しております。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

①機器等販売

売上高は代理取引判断による純額計上やコロナ禍による受注の減少がありましたが、機器の納期遅延で今年度

に繰り越されたGIGAスクール構想案件による受注の増加により、1,805,731千円（前年同期比39.8％増）となり

ました。セグメント損益は売上高の増加により、181,350千円の利益(同364.5％増)となりました。なお、収益認

識会計基準等の適用により売上高は333,460千円減少し、セグメント利益は53千円増加しております。

 

②ソフトウェア開発

売上高はコロナ禍における受注の減少や開発案件の中断がありましたが、前年度から継続していた開発案件の

計上等もあり、1,303,435千円（前年同期比18.3％増）となりました。セグメント損益は不採算案件により、

134,103千円の利益(同34.4％減)となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により売上高は164,060千円増

加し、セグメント利益は20,960千円増加しております。
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③システム販売

売上高はインフラサービスの大型プロジェクトの延期、コロナ禍による受注の減少がありましたが、GIGAス

クール構想案件や生コン関連等で受注が増加したことにより、2,012,944千円（前年同期比25.4％増）となりま

した。セグメント損益は売上高の増加により、151,340千円の利益(同47.6％増)となりました。なお、収益認識

会計基準等の適用により売上高は30,950千円増加し、セグメント利益は14,201千円増加しております。

 

④システム運用・管理等

売上高はシステム運用支援やデータセンタ業務等の増加により、2,518,738千円（前年同期比6.7％増）となり

ました。セグメント損益は売上高の増加により、824,011千円の利益（同17.4％増）となりました。なお、収益

認識会計基準等の適用により売上高は1,491千円減少し、セグメント利益は3千円増加しております。

 
（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて16.6％減少し、5,334,440千円となりました。これは、主に現金及び預

金が595,281千円増加したものの、受取手形、売掛金及び契約資産が1,001,040千円、仕掛品が598,145千円減少し

たことによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.0％増加し、3,077,936千円となりました。これは、主に建物及び構

築物が39,096千円、投資その他の資産その他に含まれている保証金が24,298千円、無形固定資産に含まれている

ソフトウェア仮勘定が23,772千円減少したものの、有形固定資産その他に含まれている賃貸資産が157,324千円増

加したことによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて10.9％減少し、8,412,377千円となりました。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて30.0％減少し、2,416,429千円となりました。これは、主に短期借入金

が150,000千円増加したものの、買掛金が1,217,313千円、賞与引当金が252,897千円減少したことによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて5.8％減少し、634,999千円となりました。これは、主に固定負債その

他に含まれているリース債務が29,402千円減少したことによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて26.1％減少し、3,051,429千円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.8％増加し、5,360,948千円となりました。これは、主に株主配当

金の支払が277,431千円あったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益を285,283千円計上したことによりま

す。なお、収益認識会計基準等の適用により、利益剰余金の期首残高が25,675千円増加したことにより純資産が

増加しております。

 
　(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

　(3)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は27,439千円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,920,000

計 5,920,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,480,000 1,480,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は
100株であります。

計 1,480,000 1,480,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年12月31日 ― 1,480 ― 777,875 ― 235,872
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

 
① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,479,100
 

14,791 ―

単元未満株式 普通株式 600
 

― ―

発行済株式総数 1,480,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,791 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
パシフィックシステム㈱

埼玉県さいたま市桜区
田島八丁目４番19号

300 ― 300 0.02

計 ― 300 ― 300 0.02
 

　

２ 【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,488,914 2,084,196

  受取手形及び売掛金 3,091,891 -

  受取手形、売掛金及び契約資産 - 2,090,851

  リース投資資産 470,616 446,733

  商品及び製品 57,747 50,526

  仕掛品 1,111,582 513,437

  原材料及び貯蔵品 27,892 48,255

  その他 150,986 102,529

  貸倒引当金 △2,256 △2,089

  流動資産合計 6,397,376 5,334,440

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 741,163 702,066

   土地 531,977 531,977

   その他（純額） 683,863 822,303

   有形固定資産合計 1,957,005 2,056,348

  無形固定資産 428,116 386,898

  投資その他の資産   

   退職給付に係る資産 189,827 202,400

   その他 475,708 436,576

   貸倒引当金 △2,438 △4,286

   投資その他の資産合計 663,097 634,690

  固定資産合計 3,048,219 3,077,936

 資産合計 9,445,595 8,412,377

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,952,189 734,876

  短期借入金 - 150,000

  未払費用 255,428 282,020

  未払法人税等 80,658 32,067

  賞与引当金 462,495 209,597

  受注損失引当金 19,567 97,079

  アフターコスト引当金 43,717 56,060

  その他 639,850 854,726

  流動負債合計 3,453,907 2,416,429

 固定負債   

  退職給付に係る負債 20,546 18,803

  その他 653,846 616,196

  固定負債合計 674,392 634,999

 負債合計 4,128,300 3,051,429
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 777,875 777,875

  資本剰余金 239,946 239,946

  利益剰余金 4,229,499 4,263,026

  自己株式 △737 △737

  株主資本合計 5,246,583 5,280,110

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 124,621 125,863

  退職給付に係る調整累計額 △53,909 △45,025

  その他の包括利益累計額合計 70,712 80,838

 純資産合計 5,317,295 5,360,948

負債純資産合計 9,445,595 8,412,377
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 6,360,385 7,640,850

売上原価 4,808,134 5,862,580

売上総利益 1,552,251 1,778,270

販売費及び一般管理費 1,288,696 1,368,776

営業利益 263,554 409,493

営業外収益   

 受取利息 16 17

 受取配当金 4,478 4,995

 受取手数料 1,373 1,371

 受取保険料 6,000 602

 補助金収入 5,558 2,042

 その他 1,472 1,312

 営業外収益合計 18,899 10,341

営業外費用   

 支払利息 2,184 3,117

 売上割引 1,565 -

 支払手数料 603 602

 その他 288 101

 営業外費用合計 4,641 3,822

経常利益 277,812 416,012

特別損失   

 固定資産除却損 2,870 1,180

 支払補償金 ※  145,000 -

 特別損失合計 147,870 1,180

税金等調整前四半期純利益 129,942 414,832

法人税等合計 52,556 129,549

四半期純利益 77,385 285,283

親会社株主に帰属する四半期純利益 77,385 285,283
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 77,385 285,283

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 22,937 1,241

 退職給付に係る調整額 6,802 8,884

 その他の包括利益合計 29,739 10,125

四半期包括利益 107,124 295,409

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 107,124 295,409

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

 （収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これによる主な変更点としては、ソフトウェア開発及びシステム販売の案件において、従来は原則一時点で収

益を認識しておりましたが、履行義務の識別及び充足時点について検討した結果、一部の案件については一定期

間にわたり収益を認識することとしております。また機器等販売の案件において、本人・代理人の検討の結果、

一部の案件について代理人に該当したため、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を

認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収

益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従っ

てほとんどすべての収益の額を認識した契約に新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は139,941千円減少、売上原価は175,160千円減少、営業利益は

35,218千円増加、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ36,843千円増加しております。また、利益

剰余金の当期首残高は25,675千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に

ついて新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係

る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 
(追加情報)

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウィルス感染症によ

る業績の影響に関する仮定について重要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　偶発債務

　当社及び得意先は、得意先が当社製品を組込み・納入した機械に関連して、生産物賠償責任保険契約に基づい

て保険金を支払ったとして、2018年8月30日付で保険会社より保険代位による求償金263,273千円の支払いを求め

る訴訟を提起されました。

　本訴訟につきましては、2021年9月30日、大阪地方裁判所は判決を言い渡し、保険会社の保険代位による求償金

の請求は棄却されました。

　本判決に対し、保険会社は、保険代位に対する求償金の請求が棄却されたことについて、2021年10月15日、高

等裁判所へ控訴を提起しました。

　本判決を踏まえて検討した結果、現時点では影響額が不明のため、会計処理は行っておりません。

 
 

(四半期連結損益計算書関係)

 　※ 支払補償金

　　　労働災害における補償金であります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 325,999千円 364,770千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月25日
取締役会

普通株式 177,556 120 2020年３月31日 2020年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月13日
取締役会

普通株式 184,954 125 2021年３月31日 2021年６月21日 利益剰余金

2021年11月12日
取締役会

普通株式 92,477 62.5 2021年９月30日 2021年12月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２機器等販売

ソフトウェ
ア開発

システム
販売

システム運
用・管理等

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,291,809 1,101,591 1,605,488 2,361,495 6,360,385 ― 6,360,385

  セグメント間の内部
 売上高又は振替高

506 3,131 15,691 7,945 27,274 △27,274 ―

計 1,292,316 1,104,723 1,621,180 2,369,440 6,387,659 △27,274 6,360,385

セグメント利益 39,042 204,476 102,526 701,673 1,047,719 △784,165 263,554
 

（注）１ セグメント利益の調整額△784,165千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２機器等販売

ソフトウェ
ア開発

システム
販売

システム運
用・管理等

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,805,731 1,303,435 2,012,944 2,518,738 7,640,850 ― 7,640,850

  セグメント間の内部
 売上高又は振替高

5,200 14,910 5,217 5,536 30,863 △30,863 ―

計 1,810,931 1,318,345 2,018,162 2,524,275 7,671,714 △30,863 7,640,850

セグメント利益 181,350 134,103 151,340 824,011 1,290,806 △881,312 409,493
 

（注）１ セグメント利益の調整額△881,312千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載の通り、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する

会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「機器等販売」の売上高は333,460千円減少、セ

グメント利益は53千円増加し、「ソフトウェア開発」の売上高は164,060千円増加、セグメント利益は20,960千円増加

し、「システム販売」の売上高は30,950千円増加、セグメント利益は14,201千円増加し、「システム運用・管理等」の

売上高は1,491千円減少、セグメント利益は3千円増加しました。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
機器等販売

ソフトウェア
開発

システム販売
システム
運用・管理等

一時点で移転される財
及びサービス

1,593,728 582,092 1,178,819 467,313 3,821,952

一定期間にわたり移転
される財及びサービス

212,003 721,342 634,563 2,051,425 3,619,335

顧客との契約から生じる収益 1,805,731 1,303,435 1,813,382 2,518,738 7,441,288

その他の収益 ― ― 199,562 ― 199,562

外部顧客への売上高 1,805,731 1,303,435 2,012,944 2,518,738 7,640,850
 

 
 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 52円30銭 192円81銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 77,385 285,283

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

77,385 285,283

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,479,635 1,479,635
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

２ 【その他】

第22期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年11月12日開催の取締役会において、

2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　92百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　62円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2021年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月10日

パシフィックシステム株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
　　東京事務所

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上　　原　　義　　弘  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷　　川　　陽　　子  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパシフィックシ

ステム株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日

から2021年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パシフィックシステム株式会社及び連結子会社の2021年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

 
監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

パシフィックシステム株式会社(E05687)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

